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 １．人口の現状分析 

（１）時系列による人口動向分析 

１）人口の推移と将来推計 

新郷村（以下、「本村」という）の人口は、第二次大戦開始後に増加し、また戦後は昭和

の開田等の入植政策や酪農業の拡大によりピークを迎えました。しかしその後、日本の高度

経済成長に伴い人口が大きく流出します。国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」

という。）注 の推計に準拠した推計よると、人口は 1960 年から 1970 年にかけ 1,000 人単

位で大きく減少、その後もゆるやかに減少が続き令和 27（2045）年には 1,134 人になると

予測されています。 

図表 1 総人口の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 22（2010）年までは国勢調査結果、平成 27（2015）年以降は社人研の推計準拠 

 
注：「社人研」は、「国立社会保障・人口問題研究所」の略で、厚生労働省に所属する国立の研究機

関です。令和 2（2020）年以降の将来人口は、この機関の推計値を用いています。 
 

社人研による推計値 



新郷村 人口ビジョン 

2 
 

２）年齢３区分別人口の推移 

年齢 3 区分別人口は、生産年齢人口（15～64 歳）、年少人口（0～14 歳）ともに減少傾

向にあります。一方、老年人口（65 歳以上）は増加傾向にあり、令和 2 年（2020 年）に高

齢化率は 50％を上回る見込みです。 

図表 2 年齢 3 区分別人口の推移 

 
出典：平成 27（2015）年までは国勢調査結果、令和 2（2020）年以降は社人研の推計 
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３）出生・死亡、転入・転出の推移 

自然増減（出生数－死亡数）は、死亡数が出生数を上回る自然減が続いています。出生数

は、平成 17（2005）年より減少し、横ばいの状態が続いています。死亡者数は、増減を繰

り返しながら、ゆるやかに上昇傾向にあります。 
社会増減（転入数－転出数）は、転出数が転入数を上回る社会減が続いています。平成 7

（1995）年から今日まで社会減の傾向がみられ、転出超過が継続しています。 
 

図表 3 出生・死亡数、転入・転出数の推移 

 
出典：平成 27（2010）年までは国勢調査結果、令和 2（2020）年以降は社人研の推計（総人口） 

   住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査、青森県の推計人口年報 
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４）総人口の推移に与えてきた自然増減・社会増減の影響 

縦軸は自然増減（出生数－死亡数）、横軸は社会増減（転入数－転出数）とし、両者の移

り変わりをグラフにあらわしています。点がグラフの白色の領域（１～３）にある年は人口

が増加し、水色の領域（４～６）にある年は人口が減少しています。本村においては、平成

7（1995）年以降、自然増減・社会増減どちらも概ねマイナスの値で推移しています。 
このように両者がマイナスであるため、本村の総人口は減少傾向にあります。 

図表 4 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査、青森県の推計人口年報 
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（２）年齢階級別の人口動向分析 

１）年齢階級別の人口移動の状況 

年齢階級別の人口移動は、各年とも 20 歳代、次いで 10 歳代とその親世代に当たると推測

される 30 歳代に顕著な転出超過が見受けられます。平成 28（2016）年には、10 歳以下と

20～30 歳代、50 歳代の転入超過があらわれています。 

図表 5 年齢階級別の人口動態の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：住民基本台帳人口移動報告 
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２）性別・年齢階級別の人口移動の状況 

男性は、「10～14 歳→15～19 歳」と「15～19 歳→20～24 歳」が大幅な転出超過となっ

ています。これらは、高校への進学・就職等に伴う転出の影響であると考えられます。 
また、「30～34 歳→35～39 歳」で転入超過となっているほか、40 歳以降はどの年代も概

ね増減の少ない状態となっています。 
女性の人口移動については、概ね男性と同様の推移を示していますが、「10～14 歳→15

～19 歳」、「25～29 歳→30～34 歳」、「35～39 歳→40～44 歳」、「65～69 歳→70～74
歳」、「85 歳～→90 歳～」では、男性の転出数より多い結果となっています。 

このうち 10 代における人口移動の誘因の一つとして、高校進学が考えられます。本村に

高校はなく、他市町村への進学を機に、子ども世代とともに親世代が家族ごと転出すること

が人口に大きな影響を与えています。 
その後の世代で同程度の転入超過が見受けられないことから、進学時に転出した若者のほ

とんどとその家族は本村へ戻らず、村全体として人口の減少傾向に拍車がかかっていること

が推察されます。この転出を抑制することで、年齢階級別人口移動における「10～14 歳

→15～19 歳」と「15～19 歳→20～24 歳」における転出超過が小さくなると考えられます。 
このため、人口の社会減の対策として、10 歳代とその親世代の転出抑制が大きなポイン

トの一つとなるとともに、子育て世代が本村に定着するための取り組みが有効であると考え

られます。 

図表 6 平成 22（2010）年→平成 27（2017）年の年齢階級別人口移動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査 
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３）年齢階級別の人口移動の長期的動向 

年齢階級別の人口移動は、年代によって転出数は異なりますが、「10～14 歳→15～19
歳」と「15～19 歳→20～24 歳」において大幅な転出超過傾向を示しています。特に 1980
年代の転出が大きく、当時は－100 人程度の転出がみられていました。 

すべての年代における転入数が 50 人以下であることから、全体では転出超過となってい

ます。 

図表 7 年齢階級別人口移動の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査 
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（３）地域間の人口移動の状況 

１）地域ブロック別の人口移動 

青森県における地域ブロック別の人口移動の状況（純移動数）は、総じて大幅な転出超過

であることが特徴です。 
地域ブロック別には、転出の約半数が東京圏（東京、埼玉、千葉、神奈川）へ、次いで、

東北ブロック（岩手、宮城、福島、秋田、山形）へ大きな転出超過となっています。東日本

大震災があった平成 23（2011）年を除き、年々転出数が増加する傾向にありましたが、平

成 25（2013）年以降は 6,000～6,500 人程度で推移しています。また、北関東ブロックと中

部ブロックへの転出超過はほぼ一定で推移しています。 
このため、人口の社会減の対策として、東京圏・東北ブロックへの転出抑制並びに転入増

加を図ることが大きなポイントの一つとなると考えられます。 
 

図表 8 地域ブロック別の人口移動の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：住民基本台帳移動報告 詳細分析表 

  

転
出
超
過 

-1,083 -1,268 -1,725 -1,473 -1,509 -1,436 -1,172 -1,636 

-2,849 

-2,599 

-3,010 
-3,205 -3,702 -3,687 -3,561 -3,756 

-3,756 

-7,000

-6,500

-6,000

-5,500

-5,000

-4,500

-4,000

-3,500

-3,000

-2,500

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

2010年
全体 -5,032

2011年
全体 -3,256

2012年
全体 -5,343

2013年
全体 -6,056

2014年
全体 -6,460

2015年
全体 -6,560

2016年
全体 -6,323

2017年
全体 -6,075

2018年
全体 -6,452

（人）

北海道 東北 北関東 東京圏 中部 関西 中国 四国 九州・沖縄



新郷村 人口ビジョン 

9 
 

２）地域における通勤・通学の状況 

村内在住の就業者のうち、村内で働いている人の割合は、74.4％となっています。 
周辺市町村についてみると、在住している市町村で働いている人の割合は八戸市が 89.5％

と最も高く、次いで十和田市 79.3％、三戸町 69.5％、五戸町 60.1％、南部町 56.4％となっ

ています。 
他市町村に在住し、村内へ通勤してくる人は、五戸町からの通勤が最も多く 97 人となり

ました。同時に村内に在住し、他市町村へ通勤する人は、五戸町への通勤が 151 人と最も多

くなっています。次いで、八戸市、十和田市への通勤が 105 人、48 人となっています。五

戸町、八戸市については、本村へ通勤する人数に対し、本村から通勤する人数の方が約 1.5
倍、十和田市では 2.5 倍ほど多く、三戸町、南部町では本村へ通勤する人数の方が多いとい

う結果になりました。 

図表 9 新郷村周辺の通勤の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 
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村内在住の就業者数：1,407 人 

（うち新郷村内に通勤：74.4％） 

三戸町 

町内在住就業者数：5,112 人 
（うち三戸町に通勤：69.5％） 

十和田市 

市内在住就業者数：31,098 人 
（うち十和田市に通勤：79.3％） 

八戸市 

市内在住就業者数：108,032 人 
（うち八戸市に通勤：89.5％） 

 

南部町 

町内在住就業者数：9,370 人 
（うち南部町に通勤：56.4％） 

五戸町 

町内在住就業者数：9,036 人 
（うち五戸町に通勤：60.1％） 
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本村には高校がないため、高校へ通学する 15 歳以上通学者については、村内に在住し村

内に通学する人、他市町村に在住し村内へ通学してくる人はともに 0％です。 
周辺市町村についてみると、在住している地域に通学する人の割合は八戸市では 90.6％、

十和田市で 73.3％、その他は約 30～45％となりました。 
村内に在住し、他市町村へ通学する人は、八戸市への通学が最も多く 33 人となりまし

た。通勤においては五戸町とのつながりが見られましたが、通学においては市部への通学者

が多く、特に八戸市への学生の流れが最も盛んであることがうかがえます。 

図表 10 新郷村周辺の通学の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 
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南部町 

町内在住通学者数：771 人 
（うち南部町に通学：32.4％） 

五戸町 

町内在住通学者数：696 人 
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３）地域における昼夜人口の状況 

本村の昼夜間人口比率（昼間人口を夜間人口で割ったもの）をみると、0.93 と、１を下回

る値となっています。これは、村内に通勤・通学で流入してくる人口よりも、村外へ通勤・

通学する流出人口の方が多いことを示しています。 
昼夜間人口比率が１を上回る周辺市町村は、八戸市、十和田市となっており、本村を含む

4 町村は 0.84～0.98 の値を示しています。 
 

図表 11 新郷村周辺の昼夜間人口比率の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 
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転入者数 転出者数 純移動数

県内（通勤通学率10%圏内） 21 42 -21

県内（通勤通学率10%圏外） 82 131 -49

県外（東京圏） 7 17 -10

県外（東京圏以外） 25 26 -1

合計 135 216 -81

県内（通勤通学率10%圏外）

県内（通勤通学率10%圏内）

五戸町

県外（東京圏）

県外（東京圏以外）

新郷村

（H30人口2,411人）

131人

82人

21人 42人

25人

26人

7人

17人

２）転入・転出の動向 

平成 27（2015）年における本村への転入者数は 135 人、転出者数は 216 人となってお

り、その差 81 人の転出超過となっています。 
転入元、転出先ともに、県内（通勤通学率 10％圏外）が最も多くなっています。 
本村から通勤通学率 10%圏内に該当する県内の市区町村としては五戸町が挙げられ、特

に都市機能的な結びつきが強いことを示しています。 

図表 12 転入・転出の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 
 

図表 13 転入・転出と純移動数 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 

   注：「東京圏」は、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県です。  
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３）性別・年齢階級別の転入・転出の動向 

①転入状況 

転入者は、男性は 40～44 歳が最も多く、70～74 歳では全くありません、女性は 85 歳以

上が最も多く、他の年代を大幅に上回っています。 

図表 14 5 歳階級別転入数の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 

転入数（女性） 

転入数（男性） 
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②転出状況 

転出者は、男性は 20～24 歳が最も多く、次いで 15～19 歳となっており、高校への進学

や就職に伴う転出の影響とみられます。女性は 15～19 歳と 85 歳以上が同数で最も多く

なっています。 

図表 15 5 歳階級別転出数の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 

転出数（女性） 

転出数（男性） 
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③純移動状況 

男性の純移動は、15～19 歳が県内（通勤通学率 10％圏外）と県外（東京圏以外）、20～
24 歳が主に県外への転出超過となっています。 

女性の純移動は、15～19 歳が主に県内（通勤通学率 10％圏外）、県外（東京圏以外）へ

の転出超過となっています。 

図表 16 5 歳階級別純移動の状況 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 

純移動数（女性） 

純移動数（男性） 
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④地域 4 区分別の純移動状況 

平成 27（2015）年における地域 4 区分別の純移動の状況は、男性は転入と転出を差し引

いて－45 人、女性は転入と転出を差し引いて－36 人の転出超過となっています。男女とも

に県内（通勤通学率 10％圏外）への転出超過が半数以上を占めています。 

図表 17 地域 4 区分別の純移動の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局 国勢調査 平成 27（2015）年 
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（４）合計特殊出生率の推移 

1 人の女性が一生に産む子どもの平均数である合計特殊出生率は、平成 24（2012）年で

1.39 であり、国の 1.41 を下回り、青森県の 1.36 を上回る水準となっています。 
推移をみると水準は右肩下がりとなっており、現在の状態が継続すると、今後も出生率が

低下していくことが予想されます。 
また、出生数は、2000 年代に入ると 20 人を割り込むようになり、平成 18（2006）年か

ら平成 22（2010）年まで増加傾向にありましたが、近年は増減を繰り返しながら概ね横ば

いで推移しています。 
 

図表 18 合計特殊出生率と出生数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：人口動態統計 

注：合計特殊出生率は、５年間の平均値となります。 
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（５）雇用等に関する分析 

１）男女別産業人口の状況 

男女別に産業人口をみると、男性は農林業や建設業、女性は、農林業や医療・福祉の就業

者が特に多くなっています。 
また、全国と本村の就業者比率を比較した特化係数では、農業が男女とも特化係数 12 以

上と非常に高く、次いで複合サービス業（郵便局や農林水産業協同組合）の係数が高くなっ

ています。 

図表 19 男女別産業人口 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 出典：平成 27（2015）年国勢調査 

 注：Ｘ産業の特化係数＝当該市のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者比率 

特化係数が 1 であれば全国と同様、1 以上であれば全国と比べてその産業が特化していると考

えられます。 
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新郷村 人口ビジョン 

19 
 

1

2

6

9

36

44

58

59

60

79
81

83

85

8789

98

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

雇用力（従業者割合）

稼ぐ力（修正特化係数の対数変換値）

２）稼ぐ力と雇用力 

経済産業省で作成した「地域の産業・雇用創造チャート」では、平成 28 年経済センサス

－活動調査の結果をグラフ化し、市町村ごとに「稼ぐ力」と「雇用力（従業者割合）」とし

てとりまとめています。 
稼ぐ力が特に高い産業は、林業、農業、次いで地方公務となっています。雇用力（従業者

割合）が特に高い産業は、総合工事業、社会保険・社会福祉・介護事業、地方公務、飲食料

品小売業となっています。 
これら産業について、稼ぐ力と雇用力の両者を効果的に高められるような取り組みが重要

となります。 

図表 20 稼ぐ力と雇用力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省統計局「地域の産業・雇用創造チャート」 
 
 
 
  

社会保険・社会福祉・介護事業 

飲食料品小売業 

総合工事業 

地方公務 

農業 

林業 医療業 

道路貨物運送業 その他の小売業 
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参考資料 特化係数と修正特化係数について 

 

稼ぐ力＝修正特化係数の対数変換値として表しています。 
 

 

 

特化係数が 1 であれば全国と同様、1 以上であれば全国と比べてその産業が特化している

と考えられ、以下の式で表わされます。 

 

修正特化係数は特化係数に輸出入額の影響を加えた値であり、雇用力と組み合わせること

でその地域の基盤産業を明らかにできると考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典: 総務省統計局 
http://www.stat.go.jp/info/kouhou/chiiki/pdf/siryou.pdf 

  

特化係数: 地域の産業の日本国内における強みを表したもの 

修正特化係数: 地域の産業の世界における強みを表したもの 

             (特化係数を輸出入額で調整) 

地域における産業 A の特化係数 =  地域における産業 A の従業者比率

全国における産業 A の従業者比率
 

http://www.stat.go.jp/info/kouhou/chiiki/pdf/siryou.pdf
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３）男女別の年齢階級別産業人口 

次ページに、主な産業別の男女別就業者の年齢階級を示します。 
 
主な産業別の男女別就業者の年齢階級は、農業・林業における 60 歳以上の就業者割合が

男女とも半数以上を占めています。特に 70 歳以上の就業者割合が 3 割を超えており、他産

業と比較して突出しています。 
高齢化の進んでいる産業では、今後急速に就業者数が減少し、担い手不足が生じる懸念が

あります。  
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図表 21 年齢階級別産業人口 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 27（2015）年国勢調査 



新郷村 人口ビジョン 

23 
 

 ２．将来人口の推計と分析 

（１）将来人口推計 

１）社人研による人口推計 

将来の人口を見通すため、社人研推計に準拠して試算を行うとともに、平成 28（2016）
年策定の人口ビジョンで算出した推計や目標値との比較を行います。 

 
①社人研準拠（2020 年推計）：全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計 
②前回目標値：平成 28（2016）年策定の人口ビジョンの目標値 
 
①社人研準拠（2020 年推計）によると、本村の人口は、令和 22（2040）年では 1,337

人、令和 42（2060）年には 656 人となっており、②前回目標値を下回る推計となっていま

す。 
 

図表 22 社人研推計と前回目標値の比較（新郷村） 
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２）人口減少段階の分析 

①社人研準拠のデータを活用して人口減少段階を分析します。人口減少段階は、次の３つ

の段階を経て進行するとされています。 
  第 1 段階：老年人口の増加 
  第 2 段階：老年人口の維持・微減 
  第 3 段階：老年人口の減少 
 
青森県では、平成 27（2015）年の人口を 100 として指数化した場合、県の人口減少段階

は令和 7（2025）年に第２段階へ、令和 22 年（2040）年に第３段階へ移行すると推測され

ます。 

図表 23 人口の減少段階の分析（青森県） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：青森県資料 

 
本村では、①社人研準拠によると、平成 27（2015）年の人口（2,509 人）を 100 として

指数化した場合、人口減少段階は令和 2（2020）年に第２段階へ、令和 7 年（2025）年に

第３段階へ移行し、青森県の傾向と比較すると 5～15 年程早く段階が移ると推測されます。 
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図表 24 人口の減少段階の分析（新郷村） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本村の令和 27（2045）年の人口減少段階は、どの年齢区分においても人口が減少する

「第 3 段階」となっています。 

 

 
   

平成27年
（2015）

令和27年
（2045）

平成27年を100とした場合の
令和27年の指数

令和27（2045）年時の
人口減少段階

総人口 2,509 1,134 45

老年人口 1,126 693 62

生産年齢人口 1,177 372 32

年少人口 206 69 34

3
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（２）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

１）自然増減・社会増減の影響度 

将来人口に及ぼす、自然増減（出生･死亡）や社会増減（人口移動）の影響度を分析する

ため、①社人研準拠のデータをもとに、以下のシミュレーション１、２を行いました。 
 
シミュレーション１ （①社人研準拠をベースとし、出生率を上昇） 
・出生率：合計特殊出生率が令和 12（2030）年までに人口置換水準（人口を長期的に一

定に保てる水準）である 2.1 まで上昇すると仮定 
・人口移動：①社人研準拠と等しい 
シミュレーション２ （シミュレーション１をベースとし、社会増減を加味しない） 

・出生率：シミュレーション１と等しい 
・人口移動：転入・転出数が等しく、人口移動がゼロとなると仮定 

 
①社人研準拠とシミュレーション１を比較することで、将来人口に及ぼす出生の影響度

（自然増減の影響度）を分析することができ、また、シミュレーション１とシミュレーショ

ン２を比較することで、将来人口に及ぼす移動の影響度（社会増減の影響度）を分析するこ

とができます。 
自然増減の影響度及び社会増減の影響度について、以下に示します。 

自然増減の影響度： 
（シミュレーション１の令和 27（2045）年の総人口／パターン１の令和 22
（2040）年の総人口）の数値に応じて、以下の 5 段階に整理。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、 
「４」＝110～115％、「５」＝115%以上の増加 

 社会増減の影響度： 
（シミュレーション２の令和 27（2045）年の総人口／シミュレーション１の 
 令和 22（2040）年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 
「４」＝120～130％、「５」＝130%以上の増加 

 
出典：地域人口減少白書（2014 年－2018 年） 
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人口減少度合いを抑える上で、自然増減影響度が高いほど、出生率を上昇させる施策に取

り組むことがより効果的であると考えられます。 
また、社会増減影響度が高いほど、人口の社会増をもたらす施策に取り組むことがより効

果的であると考えられます。 
 
①社人研準拠、シミュレーション１、２より自然増減・社会増減の影響度を算出したとこ

ろ、自然増減の影響度＝２（影響度 100～105％）、社会増減の影響度＝４（影響度 120～
130％）となりました。本村では特に社会増に対する施策について力を入れて取り組むこと

が効果的であると考えられます。 

図表 25 自然増減、社会増減の影響度 

 
 
 
 
 
 

 
  

分類 影響度
=
=

⇒
=
=

⇒

自然増減の
影響度

社会増減の
影響度

計算方法
1,182
1,134

（人）
（人）

（人）=（人）/
シミュレーション2の2045年推計人口
シミュレーション1の2045年推計人口

（人）
（人）

1,182

1,490 （人）/ （人）=

シミュレーション1の2045年推計人口
社人研準拠の2045年推計人口 2

4

1,134

1,182
1,182
1,490

104.2%

126.1%
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２）総人口の分析 

シミュレーション１、２のそれぞれについて、①社人研準拠による総人口の推計値によ

り、本村の総人口の分析を行いました。 
令和 27（2045）年の総人口について、シミュレーション１（出生率が 2.1 まで上昇）で

は 1,182 人、シミュレーション２（出生率が 2.1 まで上昇し、かつ人口移動が均衡）では

1,490 人と推計されました。 
①社人研準拠と比較すると、シミュレーション１では＋48 人、シミュレーション２では

＋356 人の増加がみられました。 
 

図表 26 総人口の推計結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



新郷村 人口ビジョン 

29 
 

２）人口構造の分析 

シミュレーション１、２より、平成 27（2015）年から令和 27（2045）年における人口増

減率を算出しました。 

図表 27 推計結果ごとの人口と人口増減率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①社人研準拠とシミュレーション１を比較すると、「0-14 歳人口」の増減率は 17％小さ

くなりますが、「15-64 歳人口」と「65 歳以上人口」では増減率の差異はほとんど見られま

せん。 
①社人研準拠とシミュレーション 2 を比較すると、「0-14 歳人口」の増減率は 66％ほど

小さくなってプラスに転じ、「15-64 歳人口」の増減率は 28％ほど小さくなりました。一方

で「65 歳以上人口」については、増減率が①社人研準拠より 5％ほど大きくなるという結果

となりました。 
シミュレーション１、２におけるこの年少人口の差は、将来人口に大きな差異を生じさせ

る要因となることが予想されます。 
  

単位：人

総人口
0-14歳
人口

15-64歳
人口

65歳以上
人口

20-39歳
女性人口

うち0-4歳
人口

2015年 2,509 206 51 1,177 1,126 129
1,134 69 18 372 693 37

シミュレーション1 1,182 102 27 387 693 30
シミュレーション2 1,490 207 70 658 626 121

総人口
0-14歳
人口

15-64歳
人口

65歳以上
人口

20-39歳
女性人口

うち0-4歳
人口

-54.8% -66.5% -64.7% -68.4% -38.5% -71.3%
シミュレーション1 -52.9% -50.5% -47.1% -67.1% -38.5% -76.7%
シミュレーション2 -40.6% 0.5% 37.3% -44.1% -44.4% -6.2%

現状値
①社人計準拠

2045年

①社人計準拠2015年
→2045年
増減率
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３）老年人口比率の変化 

①社人研準拠とシミュレーション１、２について、人口構造の変化を把握します。 

図表 28 総人口・年齢３区分別人口比率 

 
 

図表 29 老年人口比率の長期推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①社人研準拠の 65 歳以上人口（老年人口）比率は、微増で推移します。合計特殊出生率

が改善したと仮定するシミュレーション１では、ほぼ横ばい、かつ社会減が改善したと仮定

するシミュレーション２では、老年人口比率が減少すると予測され、人口構造における高齢

化が抑制されていることがわかります。 
  

H27
(2015)

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

R37
(2055)

R42
(2060)

R47
(2065)

①社人計準拠 2,509 2,251 1,997 1,762 1,545 1,337 1,134 948 788 656 543
8.2% 7.1% 6.9% 6.8% 6.5% 6.3% 6.1% 5.9% 5.6% 5.3% 5.1%
46.9% 42.1% 38.5% 35.8% 35.2% 33.2% 32.8% 30.7% 30.7% 31.3% 29.2%
44.9% 50.8% 54.6% 57.5% 58.3% 60.5% 61.1% 63.4% 63.7% 63.4% 65.7%

うち75歳以上人口比率 27.2% 29.9% 33.6% 38.7% 42.6% 45.4% 44.9% 46.2% 46.3% 49.3% 49.5%
シミュレーション1 2,509 2,256 2,012 1,792 1,584 1,383 1,182 996 836 705 592

8.2% 7.3% 7.6% 8.3% 8.7% 8.8% 8.6% 8.5% 8.2% 8.0% 8.2%
46.9% 42.1% 38.2% 35.2% 34.5% 32.7% 32.7% 31.2% 31.7% 32.9% 31.6%
44.9% 50.7% 54.2% 56.5% 56.8% 58.5% 58.7% 60.3% 60.0% 59.0% 60.2%

うち75歳以上人口比率 27.2% 29.9% 33.4% 38.0% 41.5% 43.9% 43.1% 44.0% 43.6% 45.9% 45.4%
シミュレーション2 2,509 2,292 2,086 1,910 1,754 1,613 1,490 1,386 1,301 1,242 1,200

8.2% 7.4% 8.2% 9.9% 11.4% 12.8% 13.9% 14.9% 15.5% 15.6% 15.9%
46.9% 43.9% 41.6% 39.8% 40.9% 41.5% 44.1% 46.0% 49.5% 53.7% 54.7%
44.9% 48.7% 50.2% 50.3% 47.7% 45.7% 42.0% 39.1% 35.0% 30.7% 29.4%

うち75歳以上人口比率 27.2% 28.5% 30.6% 33.6% 34.7% 34.1% 30.5% 28.1% 24.8% 23.1% 20.1%

65歳以上人口（老年人口比率）

0〜14歳人口（年少人口比率）
15〜64歳人口（生産年齢人口比率）
65歳以上人口（老年人口比率）

0〜14歳人口（年少人口比率）
15〜64歳人口（生産年齢人口比率）
65歳以上人口（老年人口比率）

総人口（人）

総人口（人）

総人口（人）

0〜14歳人口（年少人口比率）
15〜64歳人口（生産年齢人口比率）
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（３）人口の変化が地域の将来に与える影響 

１）就業者への影響  

就業者数は、現在、生産年齢人口とともに減少傾向にあり、将来的にも同様の傾向が続く

ものと想定されます。 

平成 27（2015）年時点で 1,352 人であった本村の就業者数は、令和 32（2050）年には

335 人へ減少すると見込まれています。 

 

図表 30 就業者数の推移と将来予測 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査、社人研のデータより推計 

 
 

  

将来推計 
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就業者数の年齢構成について、平成 27（2015）年から令和 32（2050）年までの 35 年間

に、ほとんどの年代が５割～８割程度に減少すると想定されます。特に減少幅の大きい 55

～59 歳は平成 27（2015）年と比較して 100 人以上減少するとみられます。 

働き盛りの人々の減少により本村における生産・消費といった経済活動の停滞が生じる可

能性が考えられます。また、農業の担い手や中小企業の従業員等の不足により、今後、事業

の経営、継続が困難となることが懸念されます。 

 

図表 31 就業者の年齢構成予測 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査、社人研のデータより推計 

 
  



新郷村 人口ビジョン 

33 
 

生産年齢人口の減少とともに、産業別の就業者数について、平成 27（2015）年から令和

32（2050）年までの 35年間に、第一次産業から第三次産業まで、どの産業においてもゆる

やかに減少していくと推測されます。先に記述したとおり、本村において特化係数の高い農

林業（第一次産業）については、就業者の高齢化、担い手不足が課題としてあらわれてお

り、就業者数の減少が今後も進行していくと想定されます。 

推計では、平成 27（2015）年の就業者数に対して令和 32（2050）年では、第一次産業に

おいて約５割、第二次産業で約 4割、第三次産業は約３割程度に減少する見通しとなってお

り、総人口の減少率に比例する結果となっています。 

 

図表 32 産業別の就業者数予測 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査、社人研のデータより推計 

将来推計 
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２）地域社会に与える影響 

老年人口１人を支える生産年齢人口の数は、平成 27（2015）年時点では約 1.05 人である

のに対し、令和 2（2020）年には約 0.83 人へ減少し、1人で 1人の高齢者を支えることも難

しくなります。経済面だけでなく、地域社会の安定や社会保障の維持にとっても、人口減少

はきわめて大きな影響を及ぼすことが想定されます。 

図表 33 生産年齢と老年人口の将来推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査、社人研のデータより推計 

  

将来推計 
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（４）人口推計等による現状と課題の整理 

 

◆本村の総人口は、昭和 30（1955）年の 6,673 人をピークに減少傾向にあり、平成 27
（2015）年の人口は 2,509 人となっています。 

◆合計特殊出生率は、平成 24（2012）年で 1.39 となっています。国の 1.41 を下回り、青

森県の 1.36 を上回る水準ですが、右肩下がりの推移を示しています。また、自然増減に

ついては、死亡数が出生数を上回る「自然減」の状態が続いています。 
◆社会増減については、数回は転入超過を記録したこともありますが、転出数が転入数を上

回る「社会減」の状態が続いています。 
◆年齢階層別人口移動は、本村に高校がないことから、男女ともに 15～19 歳が最も大きな

転出超過となっています。また、20 歳代においても、大幅な転出超過がみられます。 
◆将来、老年人口が増加し、若年・生産年齢人口が減少すると考えられ、経済活動の停滞や

農産業の担い手不足が課題となっています。若者の定住促進や、村全体をあげたきめ細や

かな子育て支援等により、若い世代の流出を抑制するとともに、出生率の向上を目指して

いくことが求められています。 
◆人口減少と高齢化にともなって、将来的には１人の高齢者を支える人数が１人未満となり

ます。多世代交流を推進し、健康な高齢者を増加させるなど、高齢者が安心して暮らせる

村づくりを進めることが重要です。 
 

【将来人口の推計】 

◆平成 27（2015）年国勢調査の人口データを基にした社人研の推計によると、令和 32
（2050）年には 948 人になると見込まれます。 

◆平成 27（2015）年時点で 1,352 人であった就業者数は、令和 32（2050）年には 335 人に

減少すると見込まれます。 
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 ３．人口の将来展望 

（１）人口の将来展望 

１）目指すべき将来の方向 

 人口減少への対応は、出生率の向上による人口規模の安定と人口構造の若返り、そして定

住促進などの取り組みによる転入の増加と転出の抑制が重要になります。 
 近年の人口動向分析等に基づき、今後も本村が持続的に発展していくためには、自然増・

社会増に向けた施策を並行して進めることが必要となります。 
そこで人口ビジョンでは、下記のとおり、目指すべき将来の方向を掲げます。 
【 目指すべき４つの方向 】 

 Ⅰ）村の自然・歴史資源を活かして”しごと”を創出しよう 
 Ⅱ）住みたい、帰りたくなる”むら”でありつづけよう 
 Ⅲ）子どもがすくすく 幸せ”家族”の村にしよう 
 Ⅳ）次世代に”幸せ”をつないでいこう 

 
２）合計特殊出生率の目標 

本村の合計特殊出生率は、平成 24（2012）年で 1.39 であり、国の 1.41 を下回り、青森

県の 1.36 を上回る値となっています。人口が一定となる人口置換水準である合計特殊出生

率は 2.1 程度ですので、このまま対策を講じなければ、本村の人口は少子高齢化を伴って、

加速度的に減少することが見込まれます。 
出生に関しては、未婚化・晩婚化などへの対策や子育て環境の充実を図ることで、安心し

て結婚・子育てできる環境を創出し、若者・子育て世代の希望の実現を目指すこととしま

す。 
 
 ３）移動率の目標 

本村の純移動数（転入数と転出数の差）はマイナスで推移しており、このまま対策を講じ

なければ、社会減として人口が減少し続けることが見込まれます。このため、地域を支える

雇用の創出や住みやすさの向上、子育て環境の充実、交流促進などにより、多くの方に住ん

でみたいと感じてもらえる村づくりを推進し、特に若者の定住促進と転出抑制を図ります。 
そのターゲットとなる 10～30 代について、転入を 2 割増加し、転出を 2 割抑制するとい

う目標を設定します。 
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 ４）人口の将来展望 

人口の将来展望における目標設定を、以下にまとめます。 

目 

標 

設 

定 

合計特殊出生率 令和 22（2040）年に 1.80。 

移動率 10～30 代の定住促進・転出抑制を図り、転入を 2 割増、転出

を 2 割減とする。 

 
これらの目標をふまえて推計した将来人口を、本村の目標値として以下のように定めます。 
 

【 本村の将来人口 目標値 】 

 

令和 32（2050）年：約 1,044 人 …国（社人研）の推計値より約 100 人増 

 

図表 34 人口の将来展望 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2015年
（平成27）

2020年
（令和2）

2025年
（令和7）

2030年
（令和12）

2035年
（令和17）

2040年
（令和22）

2045年
（令和27）

2050年
（令和32）

2055年
（令和37）

2060年
（令和42）

2065年
（令和47）

国推計
（社人研） 2,509 2,251 1,997 1,762 1,545 1,337 1,134 948 788 656 543

村独自推計 2,509 2,268 2,029 1,810 1,607 1,414 1,222 1,044 889 761 651

差分 0 17 33 48 63 77 88 96 101 105 108


